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「副首都ビジョン」
意見交換会団体概要：基本情報及び沿革
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代 表：理事長 明石 亮一
所 在 地 ：540-0033 大阪府大阪市中央区石町2-5-3
設 立：昭和21年5月25日
基本財産：100,000,000円
設立目的：労働者の地位、人格向上を図り、労働組合の健全なる発展と民主的な労働関係の確立を助長することを目的とする
沿革（人材開発部に係る）
昭和21年 財団法人大阪労働協会設立( 5月25日) 
平成16年 若年者人材育成・就職支援ワンストップサービスセンター ( ジョブカフェ ) 事業の運営を開始
※人材開発部門立ち上げ ※若者支援を開始

〃 厚生労働省より「若年者地域連携事業」を受託し事業を開始※企業の雇用対策支援を開始
平成17年 大阪府より「ニートサポート事業」を受託し事業を開始 ※ニート支援を開始する

〃 堺市より「さかいヤングJOBステーション事業」を受託し事業を開始 ※女性支援を開始
平成19年 新ＪＯＢカフェＯＳＡＫＡコンソーシアムの構成員となり、事務局業務を開始

アジア人財資金構想事業に参画し留学生支援事業を開始 ※外国人留学生支援を開始
平成20年 吹田市より「ＪＯＢカフェすいた事業」を受託し事業を開始
平成21年 中小企業雇用情勢対応人材支援事業を開始

〃 近畿圏ジョブカフェ連携による合同企業説明会開催を開始 ※事業実施範囲を近畿圏に拡大
平成22年 大阪市立男女共同参画センター東部館( クレオ大阪東) 指定管理者として管理運営を開始
平成25年 一般財団法人へ移行 主たる事務所を大阪市中央区石町2丁目5番3号に移転
平成27年 中小企業庁より「地域中小企業・小規模事業者人材確保等支援事業」開始 ※UIJターン支援を開始

〃 大阪府より「高齢者の職域開発支援事業」を受託 ※高齢者支援を開始
平成29年 大阪府よりOSAKAしごとフィールド運営事業を受託
令和３年 OSAKAしごとフィールドにおける総合就業支援業務など国、自治体、大学等から17事業を受託
令和４年 国、自治体、大学等から13事業を受託（5月時点）

令和２年度実績

支援企業数 支援求職者数 就職決定者数

17,393社 40,698名 12,004名

人材開発部

組織図

主たる業務

令和３年度実績

支援企業数 支援求職者数 就職決定者数

21,231社 36,555名 13,044名
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「副首都ビジョン」
意見交換会団体概要：企画イベント（直近イベント抜粋）
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「副首都ビジョン」
意見交換会団体概要：過去企画イベント（抜粋）
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シニア関連

若者発掘関連

女性関連 イベント関連
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「副首都ビジョン」
意見交換会団体概要：過去企画イベント（抜粋）
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業界研究会関連

合同企業説明会関連

人材確保セミナー関連
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「副首都ビジョン」
意見交換会支援事業：実施事業について
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№ 事業名称 委託元 実施エリア 平成１９年 平成２０年 平成２１年 平成２２年 平成２３年 平成２４年 平成２５年 平成２６年 平成２７年 平成２８年 平成２９年 平成３０年 平成３１年 令和２年 令和３年

1
アジア人財資金構想
高度実践留学生育成事業

経済産業省 大阪・奈良・和歌山

2
ふるさと雇用再生基金事業
「外国人ジョブサポート事業」

大阪府 大阪

3 専修学校留学生総合支援プラン事業 文部科学省 大阪

4 地域中小企業の人材 確保・定着支援事業 経済産業省 近畿７府県

5 大阪府国際化戦略アクションプログラム 大阪府 大阪

6 地域中小企業の海外人材 確保・定着支援事業 経済産業省 近畿７府県

7 若者安定就職応援事業 大阪府 大阪

8 中小企業人材マッチング支援事業 大阪府 大阪

9 グローバル人材(外国人留学生)採用・定着支援業務 大阪府 大阪

10 京都ジョブパーク事業「大学生・留学生支援業務」 京都府 京都

11
NPO等活動支援によるコロナ禍における社会課題解決事業※SDGsの項目に紐
づけた社会課題

大阪府 大阪

外国人留学生対象の受託事業 受託 再委託

株式会社リクルートにおいて、若年者の就職支援や中小企業の採用支援を行う。2008年から大阪労働協会。就業支援事
業や人材確保支援事業など様々な事業企画やイベント企画など雇用対策モデルの開発を行う。

一般財団法人大阪労働協会
人材開発部長
佐々木 順一（１９７４年生まれ）

プロフィール
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「副首都ビジョン」
意見交換会支援事業：情報発信機会
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YouTubeの限定公開
https://www.youtube.com/watch?v=8OMN8-4RwbE

直近の情報発信機会
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「副首都ビジョン」
意見交換会支援事業：OHINERI制度事業（コロナ禍における社会課題解決事業：大阪府）
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大阪府 大阪労働協会

事
業
委
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事
業
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府民や企業
クラウド

ファンディング

森興産
株式会社

共
同
運
営

寄
付

情
報
発
信

入
金

■事業のしくみ

「日本で知識を学び、力を身に着けて夢を叶えたい」そんな大きな
想いを抱え来日した外国人留学生たち。しかし現在、夢を持って日
本に来た留学生たちを取り巻く環境は、とても過酷なものになりつ
つあります。

村上財団

寄
付

パートナー企業

支
給

登
録

外国人留学生

支
給

雇
用

コロナ禍における社会課題解決事業とは
失業や収入減による貧困、孤立・孤独など、新型コロナウイルス感染症の影響で顕在化した社会的な課題に対して、「誰一人取り残さない」というSDGsの理念
を踏まえ、大阪府と一般財団法人村上財団が連携。本取組みでは、村上財団からNPO法人等の活動に必要な資金提供や、活動の継続に向けたクラウドファン
ディングなどの資金集めへの助言などを行うとともに、大阪府は、情報発信や活動に必要な府の資源活用など、課題解決に向けた必要なサポートを実施する。

生活費をアルバイト収入で賄っていましたが、約3割の外国人留学生が、コロナ禍によってアル
バイト先を失っています。そこで留学生の働きぶりに応じて、追加報酬を支給する新しい制度
「OHINERI」を立ち上げました。
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「副首都ビジョン」
意見交換会支援事業：OHINERI制度事業（コロナ禍における社会課題解決事業：大阪府）
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アルバイト受け入れ企業

事務局によるマッチング

困窮する外国人留学生
勤務評価に応じて

時給に追加給を上乗せ

働き先の支援＆成果型の追加時給という

新しい制度
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「副首都ビジョン」
意見交換会OHINERI事業の背景
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コロナ禍により外国人留学生の就職率が低下。
グローバル企業や関西国際空港関連会社、大手観光系企業の採用枠の減少や求人取り消しなど外国人留学生対
象の求人が減少しており、日本人学生以上に影響が出ています。

コロナ禍による就職活動への影響
（外国人留学生）

コロナ禍による就職活動への影響
（学生全体）

具体的な影響（外国人留学生対象）

外国人留学生の就職率の推移

宿泊業・飲食サービス業

卸売業・小売業

サービス業（他に分類されない）

製造業

教育・学習支援業

医療・福祉

情報通信業

建設業

41.10%

23.10%

17.80%

10.10%

6.00%

1.00%

0.70%

0.10%

外国人留学生のアルバイト業界別割合
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「副首都ビジョン」
意見交換会OHINERI事業の背景
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83,811 90,079 78,658 68,165 56,317 

312,214 298,980 
267,042 

239,287 
208,379 

2019（令和元年）2018（平成30年）2017（平成29年）2016（平成28年）2015（平成27年）

7,923 7,375 
6,083 5,046 

3,364 

26,257 
24,751 

21,683 

18,411 

15,280 

2019（令和元年）2018（平成30年）2017（平成29年）2016（平成28年）2015（平成27年）

外国人留学生数の推移（全国）

5年で1.5倍

外国人留学生総数

うち日本語
学校在籍数

1.5倍

（単位：人）

5年で1.７倍

外国人留学生数の推移（大阪府）

2.4倍

外国人留学生総数

うち日本語
学校在籍数

（単位：人）

独立行政法人日本学生支援機構及び文部科学省資料から独自に作成

日本語学校は大学や専門学校と異なり、法務省が定めた授業時間などの基準を満たせば学校法人だけでなく、企
業や個人でも開校できるため、１０年前の約１・８倍に増えた。また、日本学生支援機構によると、2017年５月
の学生数は約７万８千人。５年前の約３倍で、留学生全体の３割近くを占めている。
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「副首都ビジョン」
意見交換会OHINERI事業の背景
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近畿圏に在住する外国人留学生の収入と支出（平成29年度）

収入143,000円のうち36%
がアルバイトであり、割合が高い

支出145,000円のうち43%が住居と食費であり、
割合が高い※アルバイトが減るとまかないもなくなる

1ヵ月で8,000円程度しか
貯蓄に回せない

アルバイトが失われる
と生活が成り立たない

実家に帰れない外国人
留学生は支出は減らない

（単位：円）
大学生の収入と支出（平成30年度）

収入166,473円のうち60%
が家族からの援助となっている

学費の88,466円は家
族からの負担と思われる

娯楽や趣味に28,125円
が使えている

実質的には
支出は少ない

影響①
新型コロナウィルス感染症
拡大の影響で

留学生の3割が
アルバイトを退職

影響②
外国人留学生の
アルバイトは

週28時間を超えて
はいけない
※夏季冬季は40時間以内
3年以下の懲役若しくは300万円
以下の罰金及び強制送還の対象
使用者責任もあり

独立行政法人日本学生支援機構「平成29年度私費外国人留学生生活実態調査及び「平成30年度学生生活調査結果」より独自に作成

外国人留学生の多くが仕送りに頼
らず、日々のアルバイトにより授業
料や住宅費、食費を賄っている。
日本人学生に比べて厳しい生活
環境にある。


